
区　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職 大学卒 262,067円 364,357円 392,550円 411,400円
高校卒 212,900円 ー　円 362,100円 395,900円

技能労務職 高校卒 ー　円 307,050円 354,400円 352,600円

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
一般行政職 38.2歳 304,036円 415,805円
技能労務職 50.1歳 324,247円 424,428円

区　分 職員数
A

給　与　費 1 人当た
り給与額

B/A給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B
令和
2 年度 732人 2,633,110千円 925,469千円 1,186,830千円 4,745,409千円 6,483千円

区　分 住民基本台帳人口
（令和 3 年 1 月 1 日）

歳　出　額
A 実質収支 人　件　費

B
人件費率

B/A
（参考）

元年度
人件費率

令和
2 年度 131,846人 57,248,139千円 1,788,855千円 8,081,853千円 14.1％ 17.9％

区　分 座間市 国

一般行政職 大学卒 186,700円 総合職（大卒）186,700円
一般職（大卒）182,200円

高校卒 160,100円 一般職（高卒）150,600円
技能労務職（職種および採用時
の年齢によって異なります）

学校給食調理員に33歳で
採用の場合　  185,500円 ー

※経験年数20年の一般行政職（高校卒）および経験年数10年の技能労務職は在籍していません。

※�「定年退職」とは定年（原則60歳）での退職。「早期退職」とは人事管理上の目的から定年前に
退職する意思を有する職員の募集を行い、認定を受ける退職。「自己都合退職」とは本人の都合
による退職。「その他」とは死亡による退職などをいいます。

※職員数には教育長を含みません。［　］内は、職員定数の合計です。

※�「平均給料月額」とは、職種ごとの職員の基本給の平均です。「平均給与月額」とは、給料月額
と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計し
たものです。

※職員手当には退職手当を含みません。職員数は、令和 2 年 4 月 1 日現在の人数です。
　�給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用短時間勤務職員）の給与費が含まれており、

職員数には同職員を含みません。

人件費とは職員に支給される給与の他、特別職に支給される給料など、職員が加
入している地方共済組合に事業主として支払う負担金などを合計したものです。　

（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在）

（4）職員の初任給の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在）

（3）職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在）

（2）職員給与費の状況� （普通会計決算）

（3）退職者の状況（令和2年度）

� （普通会計決算）

（1）人件費の状況
2　職員の給与の状況

定年退職 早期退職 自己都合退職 その他 合　計
行　政　職 25人 4 人 11人 4 人 44人
技能労務職 3 人 1 人 0 人 0 人 4 人
合　　　計 28人 5 人 11人 4 人 48人

令和 2 年度 令和 3 年度
行　政　職 43人 43人
技能労務職 7 人 5 人
合　　　計 50人 48人

※�「行政職」とは事務職、技術職、保育士、
保健師、消防士などを、「技能労務職」
とは自動車運転手、環境整備員、給食調
理員などをいい、採用方法は、試験によ
る採用です。

（2）採用者の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在）

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4 月 1 日時点）
区分

部門
職員数 対前年

増減数 主　な　増　減　理　由令和 2 年 令和 3 年

普
　
通
　
会
　
計

一
　
般
　
行
　
政

議　会
総務・企画
税　務
民　生
衛　生
農林水産
商　工
土　木

6
142
34

164
92
4
6

43

6
142
33

166
91
4
6

43

△ 1
2

△ 1

退職者不補充のため
欠員補充のため
退職者不補充のため

計 491 491 〈参考〉人口 １ 万人当たり職員数　37.6人
教　育 86 86
消　防 155 155
小　計 732 732 〈参考〉人口 1 万人当たり職員数　56.0人

公
営
企
業
等

会
計

水　道　
下水道
その他

29
7

41

28
8

41

△ 1
1

退職者不補充のため
欠員補充のため

小　計 77 77 〈参考〉人口 1 万人当たり職員数　5.9人

合　　計 809
［873］

809
［873］ 〈参考〉人口 1 万人当たり職員数　61.9人

1　職員数および職員の任免に関する状況

市では、「職員の給与や勤務条件などの人事行政の運営状況」を、その公正
性と透明性を高めることを目的に公表しています。このたび、その内容がま
とまりましたので、市民の皆さんにお知らせします。なお、さらに詳しい内
容は、市役所 4 階職員課や市ホームページでご覧になれます。
担当� 職員課　☎046（252）7911　FAX046（255）3550

市では、地方公務員法第 ７ 条第 ４ 項の規定に基づき、公平委員会の事務を県人
事委員会に委託して処理しています。
●�勤務条件に関する措置の要求の状況　職員は、給与などの勤務条件に関して公

平委員会に当局が措置を講じるよう要求することができます。令和 2 年度につ
いては、係属案件および新規申立はありませんでした。
●�不利益処分に関する不服申し立ての状況　職員は、懲戒その他その意に反する

不利益な処分に関して、公平委員会に不服を申し立てることができます。令和
2 年度については、係属案件および新規申立はありませんでした。

●�苦情処理の状況　職員は、任用・給与・勤務時間・服務・その他勤務条件など
の人事管理全般に関する苦情の申し出および相談を公平委員会にすることがで
きます。

⑥その他の手当（令和 3 年 4 月 1 日現在）

⑤時間外勤務手当

④特殊勤務手当

②退職手当（令和 3 年 4 月 1 日現在）

①期末手当・勤勉手当

③地域手当（令和 3 年 4 月 1 日現在）
　地域手当は地域における民間の賃金水準を基礎とし、地域における物価などを
考慮して支給する手当です。

3　公平委員会の業務状況

区　分 給料（報酬）月額 期末手当支給割合
（令和 ２ 年度）

退職手当支給方法
（任期ごとに支給）

市　長
副市長
教育長

921,000［736,800］円
744,000［669,600］円
696,000［647,280］円

4.35月分
在職年数×給料月額×400/100
在職年数×給料月額×300/100
在職年数×給料月額×200/100

議　長
副議長
議　員

541,000円
450,000円
419,000円

4.35月分

区　分 内容と支給単価 国の制度

扶養手当

配偶者 7,500円 6,500円
配偶者以外の扶養
親族

子　11,000円
それ以外　7,500円

子　10,000円
それ以外　6,500円

配偶者がない職員の
扶養親族のうち １ 人

子　11,000円
それ以外　7,500円

子　10,000円
それ以外　6,500円

満16歳の年度初めから
満22歳の年度末までの
子に対する加算額

5,500円 5,000円

住居手当

持ち家 ー ー

借家・借間
家賃27,000円未満：

家賃額
家賃27,000円以上：

27,000円

家賃27,000円以下：家賃−16,000円
家賃27,000円を超え61,000円未満：

（家賃−27,000円）×1/2+11,000円
家賃61,000円以上：28,000円

通勤手当
交通機関等の利用者
（片道 ２ km以上）

運賃等相当額
（上限額：55,000円）

運賃等相当額
（上限額：55,000円）

自動車等の利用者
（片道 2 km以上）

通勤距離の区分に応じ
て3,500～31,600円

通勤距離の区分に応じて
2,000～31,600円

管理職手当

部　長 86,000円

139,300 円を上限として定額
次　長 76,000円
参　事 70,000円
課　長 64,700円

主幹・技幹 59,700円
副主幹・副技幹 48,600円

管理職員特
別勤務手当
※（　） 内
は、 4 時間
未満の勤務

週休日・
休日勤務

部長、次長、参事 8,000円（4,000円）
上限額：27,000円課長、主幹・技幹 6,000円（3,000円）

副主幹・副技幹 4,000円（2,000円）

平日深夜
勤務

部長、次長、参事 6,000円
上限額：6,000円課長、主幹・技幹 5,000円

副主幹・副技幹 4,000円
（7）特別職の報酬等の状況（令和 3 年 4 月 1 日現在）

区　分 令和元年度決算 令和 2 年度決算
支給実績 237,459千円 200,116千円
支給職員 １ 人当たりの平均支給年額  357,079円  303,205円

座　間　市 国
（支給率） 自己都合 応募認定・定年 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（ 2～45％加算）
定年前早期退職特例措置

（ 2 ～45％加算）
1 人当たり平均支給額 5,337千円 21,446千円 ー ー

座　間　市 国
１ 人当たり平均支給額（令和 ２ 年度）

（市長部局一般行政職給料表適用者）
1,433千円

ー

（令和 ２ 年度支給割合）
期末手当
2.55月分

［1.45］月分

勤勉手当
1.9月分

［0.9］月分

（令和 ２ 年度支給割合）
期末手当
2.55月分

［1.45］月分

勤勉手当
1.9月分

［0.9］月分
（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給実績（令和 2 年度決算） 392,037千円
支給職員 1 人当たりの平均支給年額（令和 ２ 年度決算） 446,003円
支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）
座間市全地域 12％ 879人 12％

区　分 全職種
支給実績（令和 ２ 年度決算） 8,856千円
支給職員 1 人当たりの平均支給年額（令和 ２ 年度決算） 　59,435円
職員全体に占める手当支給職員の割合（令和 ２ 年度） 　  16.8％

手当の種類 徴収等手当、感染症等業務手当、有害毒薬物取扱手当、行旅死亡人等取扱
手当、消防出動等手当、防災活動手当、福祉業務手当、死体取扱手当

（6）職員の手当の状況（短時間勤務職員を含み、企業職を除く）

※退職手当の 1 人当たり平均支給額は、令和 ２ 年度に退職した全会計職員に支給された平均額です。

※［　］内は、再任用勤務職員に係る支給割合です。

市の人事行政の運営状況

※給料（報酬）月額の［ ］内は、減額措置後の金額です。
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